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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第73期
第３四半期
連結累計期間

第74期
第３四半期
連結累計期間

第73期

会計期間
自 2021年12月１日
至 2022年８月31日

自 2022年12月１日
至 2023年８月31日

自 2021年12月１日
至 2022年11月30日

売上高
(千円)

54,933,123 66,710,147 70,953,486
(第３四半期連結会計期間) (11,380,811) (13,848,781)  

税引前四半期(当期)利益 (千円) 10,516,022 13,679,006 12,753,538

親会社の所有者に帰属する
四半期(当期)利益 (千円)

7,175,426 9,364,618 8,607,088

(第３四半期連結会計期間) (1,068,172) (1,200,483)  
親会社の所有者に帰属する
四半期(当期)包括利益

(千円) 7,537,690 9,627,437 8,784,368

資本合計 (千円) 71,049,562 81,361,176 72,290,677

総資産額 (千円) 205,227,341 230,601,310 210,955,801

基本的１株当たり
四半期(当期)利益 (円)

151.28 196.51 181.66

(第３四半期連結会計期間) (22.59) (24.85)  
希薄化後１株当たり
四半期(当期)利益

(円) 151.07 196.12 181.33

親会社所有者帰属持分比率 (％) 34.6 35.2 34.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,823,434 10,492,350 △197,084

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △8,476,931 △4,939,303 △9,081,101

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 3,944,733 4,553,934 7,477,196

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 30,859,441 41,878,394 31,767,008
 

(注) １．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．上記指標は、国際会計基準(IFRS)により作成された四半期連結財務諸表及び連結財務諸表に基づいておりま

す。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、前連

結会計年度より重要な変更はありません。

主要な関係会社における異動としては、第１四半期連結会計期間に芝浦レジデンシャル株式会社の株式を取得、立

川大黒屋合同会社を設立し、連結の範囲に含めております。

第２四半期連結会計期間に臼井木型工業株式会社の株式を取得、合同会社トレック・マーズの匿名組合出資持分を

取得、また立川大黒屋合同会社が株式を取得した有限会社大黒屋を連結の範囲に含めております。

当第３四半期連結会計期間にトーセイ・アール株式会社及びトーセイ・プロップテック株式会社を設立、合同会社

トレック・ジュピターの匿名組合出資持分を取得し、連結の範囲に含めております。また有限会社大黒屋は立川大黒

屋合同会社を存続会社とした吸収合併契約を締結し、効力発生日である2023年6月1日付で消滅しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 
(1) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する認識及び分析、検討内容

①事業環境と経営成績等の状況に関する認識及び分析、検討内容

当第３四半期連結累計期間（2022年12月１日～2023年８月31日）における我が国経済は、コロナ禍における行動

制限・入国制限の解除等により経済活動の正常化が一段と進む中で、各種政策の効果も相まって緩やかな回復が続

いています。一方、世界的な金融引締めや中国経済の停滞等による海外景気の下振れリスク、物価上昇等の影響に

は依然として留意が必要です。

当社グループが属する不動産業界においては、2023年１月～６月の国内不動産投資額が２兆1,473億円（前年同期

比52％増）となり、世界都市別投資ランキングでは東京は２位継続となっています。世界的には金融市場の不透明

感等により不動産投資市場に停滞が見られるものの、日本においては低金利環境や円安などを背景とした国内不動

産の優位性は高く、引き続き国内不動産への投資資金の流入が見込まれています（民間調査機関調べ）。

首都圏分譲マンション市場は、用地価格の高止まりや建築費の高騰を背景とした供給量の減少により、2023年１

月～７月の新築発売戸数は13,093戸と前年同期比12.6％減となりました。引き続き都心立地の高額物件が平均価格

を押し上げており、足元2023年７月発売のマンション平均価格は9,940万円（前年同月比55.8％）と大幅に上昇しま

した。一方、首都圏中古マンション市場においては、2023年１月～７月の成約戸数が21,301戸（前年同期比0.4％

減）と前年並みで推移しており、2023年７月時点の成約平均価格は4,563万円（前年同月比4.9％上昇）となりまし

た。また、分譲戸建市場においては、2023年１月～７月の新設住宅着工戸数は3.4万戸（前年同期比0.05％減）とな

りました（民間調査機関調べ）。

2023年１月～７月の建築費は、鉄骨鉄筋コンクリート造の平均坪単価が1,154千円/坪（前年同期比23.8％下

落）、木造は平均654千円/坪（同13.4％上昇）となりました。堅調な建築需要に加え、人件費高騰等の影響から建

築費は高止まりの状況が続く見通しとなっています。資材価格については、鋼材は依然として高水準で推移してい

ますが、昨年まで高騰していた木材価格は需給が落ち着き、引き続き下落傾向となっています（国土交通省調

べ）。

東京都心ビジネス５区のオフィスビル賃貸市場は、2023年７月時点の平均空室率は6.5％（前年同月比0.1ポイン

ト上昇）、平均賃料は19,819円/坪（同2.2％下落）となりました。今年2023年と2025年に大量供給が予定されてお

り、空室率は再び上昇の動きで、賃料も緩やかな下落傾向が続いています（民間調査機関調べ）。

賃貸マンション市場は堅調に推移しており、首都圏賃貸マンションにおける2023年７月時点の平均募集賃料は

11,633円/坪（前年同月比5.6％上昇）、J-REITが東京圏で保有するマンションにおける2023年４月末時点の平均稼

働率は96.9％（前年同月比0.1ポイント上昇）となりました。都心部への人口回帰や分譲マンション価格高騰などを

背景に、賃料・稼働率ともに緩やかな上昇が続いています（民間調査機関調べ）。

首都圏物流施設賃貸市場では、2023年７月時点の賃貸ストックは930万坪（前年同月比17.0％増）、空室率は

6.0％（同2.8ポイント上昇）と新規供給量が過去最大となったことから空室率は上昇しています。また、2023年７

月時点の募集賃料は4,520円/坪（同3.4％下落）となり、空室増加による下押し圧力があるものの、建築コスト高騰

などの影響により高止まり傾向となっています（民間調査機関調べ）。

不動産ファンド市場は堅調に推移しており、引き続き市場規模は拡大しています。2023年７月時点のJ-REITの運

用資産額は22.3兆円（前年同月比0.7兆円増加）、私募ファンドは運用資産額29.7兆円（2022年12月末時点、前年同

月比5.6兆円増加）となり、両者を合わせた証券化市場の規模は52.0兆円まで拡大しています（民間調査機関調

べ）。

東京都のビジネスホテル市場では、2023年１～５月の平均客室稼働率は77.2％（前年同期比26.3ポイント増）、

東京都の全施設タイプにおける同期間の延べ宿泊者数は3,699万人（前年同期比86.9％増）となりました。経済活動

の正常化に伴う国内需要の増加に加え、水際対策の撤廃や円安が追い風となりインバウンド需要も拡大傾向にある

ため、今後更なる需要増加が期待されています（観光庁調べ）。

このような事業環境の中、当社グループは不動産ファンド・コンサルティング事業において、アセットマネジメ
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ント受託資産残高を伸長させるとともに、不動産再生事業や不動産開発事業において、物件販売ならびに将来の収

益の源泉となる収益不動産や各種開発用地の取得を進めてまいりました。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は66,710百万円(前年同四半期比21.4％増)、営業利益は

14,449百万円(同29.5％増)、税引前四半期利益は13,679百万円(同30.1％増)、親会社の所有者に帰属する四半期利

益は9,364百万円(同30.5％増)となりました。

 

セグメント毎の業績は次のとおりであります。

 

(不動産再生事業)

当第３四半期連結累計期間は、「大塚トーセイビルⅡ」（東京都豊島区）、「柏トーセイビル」（千葉県柏

市）、「ステラコート東糀谷」（東京都大田区）等36棟のバリューアップ物件及び中古区分マンション90戸を販売

いたしました。

仕入につきましては、収益オフィスビル、賃貸マンション等を合わせて39棟、土地10件及び中古区分マンション

68戸を取得しております。

また、保有する収益不動産の評価を見直したことにより、棚卸資産評価損の戻入を348百万円計上しております。

以上の結果、不動産再生事業の売上高は41,596百万円(前年同四半期比22.7％増)、セグメント利益は8,156百万円

(前年同四半期比24.2％増)となりました。

 

(不動産開発事業)

当第３四半期連結累計期間は、賃貸マンション「THE PALMS町田」（東京都町田市）、賃貸アパート「T's Cuore

西荻窪」（東京都杉並区）を販売いたしました。また、戸建住宅では「THEパームスコート綱島」（神奈川県横浜

市）、「THEパームスコート三鷹ヴェール」（東京都三鷹市）等において、49戸を販売いたしました。

仕入につきましては、賃貸マンション開発用地６件、賃貸アパート開発用地３件、分譲マンション開発用地１

件、190戸分の戸建住宅開発用地を取得しております。

以上の結果、不動産開発事業の売上高は7,014百万円(前年同四半期比7.5％増)、セグメント利益は1,242百万円

(前年同四半期比22.6％増)となりました。

 

(不動産賃貸事業)

当第３四半期連結累計期間は、保有する賃貸物件のリーシングに注力しました。

当第３四半期連結累計期間末の賃貸物件数は、物件取得36棟及び賃貸開始６棟、物件売却26棟及び賃貸終了３棟

に伴い、前連結会計年度末の91棟より、13棟増加し104棟となりました。

以上の結果、不動産賃貸事業の売上高は4,820百万円(前年同四半期比7.3％増)、セグメント利益は2,397百万円

(前年同四半期比4.9％増)となりました。

 

(不動産ファンド・コンサルティング事業)

当第３四半期連結累計期間は、前連結会計年度末のアセットマネジメント受託資産残高（注）1,722,896百万円か

ら、ファンドの物件売却により144,390百万円の残高が減少した一方で、新たにアセットマネジメント契約を受託し

たことにより764,596百万円の残高が増加し、当第３四半期連結会計期間末のアセットマネジメント受託資産残高

は、2,343,102百万円となりました。

以上の結果、不動産ファンド・コンサルティング事業の売上高は5,617百万円(前年同四半期比42.2％増)、セグメ

ント利益は3,644百万円(前年同四半期比50.9％増)となりました。

(注)　アセットマネジメント受託資産残高には、一部コンサルティング契約等に基づく残高を含んでおります。
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(不動産管理事業)

当第３四半期連結累計期間は、新規契約の獲得及び既存契約の維持に努めました。当第３四半期連結会計期間末

での管理棟数は、オフィスビル、ホテル及び物流施設等で504棟、分譲マンション及び賃貸マンションで338棟、合

計842棟（前年同四半期末比46棟増加）となりました。

以上の結果、不動産管理事業の売上高は4,835百万円(前年同四半期比2.2％増)、セグメント利益は675百万円(前

年同四半期比16.7％減)となりました。

 
(ホテル事業)

当第３四半期連結累計期間は、行動制限の緩和や全国旅行支援の実施による国内需要の回復、入国制限や水際対

策の緩和によるインバウンド需要の回復が見られました。これに伴い、客室単価、客室稼働率がほぼコロナ禍前の

水準まで改善し、売上高、セグメント損益ともに前年同期を上回りました。

以上の結果、ホテル事業の売上高は2,826百万円(前年同四半期比111.2％増)、セグメント利益は565百万円(前年

同四半期はセグメント損失316百万円)となりました。

 
②経営成績等に関する分析、検討内容

当社グループの主力市場である国内不動産投資市場は、低金利政策の維持により良好な資金調達環境が継続して

おり、堅調に取引が継続しています。また、日本を訪れる外国人旅行者数は、新型コロナ関連の水際対策の撤廃や

円安効果によって順調に増加しており、ホテル市場は急速に回復が進んでいます。

このような事業環境のなか、当第３四半期累計期間の当社グループの業績は売上高667億円（前年同期比21.4％

増）、営業利益144億円（同29.5％増）、税引前利益136億円（同30.1％増）となり、通期計画に対する進捗率は売

上高で78.5％、税引前利益で97.7％となりました。

事業セグメント別では、不動産再生事業や不動産開発事業における１棟物件販売や区分マンション販売が好調に

推移し、これらの売買事業がグループ全体の収益を牽引しました。なお、売買事業においては、将来の収益の源泉

となる仕入活動に注力しています。独自の再生ノウハウを用いて他社が手掛けにくい案件を商品化できることや、

M&Aによって企業保有不動産を一括で取得できることが当社の強みであり、当期も吸収分割の手法を用いた仕入を実

施しております。

また、当社が安定収益事業と位置付けるストック・フィービジネスは各事業が順調に推移しており、なかでも受

託資産残高が2.3兆円規模となった不動産ファンド・コンサルティング事業や、需要回復が進むホテル事業が期初計

画を上回る推移となっております。なお、ホテル事業においては、ココネシリーズ初のプレミアを冠するホテル

「トーセイホテル ココネ築地銀座プレミア」が９月に開業し、自社グループ運営ホテルは計８棟となりました。ビ

ジネス宿泊利用だけでなく、インバウンド顧客や国内観光、研修利用など、幅広い宿泊需要を取り込めるホテルブ

ランドとして、事業成長を目指してまいります。

 
(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ19,645百万円増加し、230,601百万円となりま

した。負債は10,575百万円増加し、149,240百万円となりました。

総資産が増加した主な要因は、営業債権及びその他の債権が減少したものの、現金及び現金同等物及び棚卸資産

が増加したことによるものであります。負債が増加した主な要因は、営業債務及びその他の債務及び有利子負債の

増加によるものであります。

また資本は9,070百万円増加し、81,361百万円となりました。これは主に利益剰余金の積み上げと配当金の支払に

よるものであります。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、前連結会計年度末に比

べ10,111百万円増加し、41,878百万円となりました。

当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動により獲得した資金は、10,492百万円(前年同四半期比475.4％増)となりました。これは主に、税引前四

半期利益13,679百万円、営業債権及びその他の債権の減少5,122百万円、法人所得税の支払額4,574百万円等による

ものであります。

 
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動により使用した資金は、4,939百万円(前年同四半期比41.7％減)となりました。これは主に、子会社の取

得による支出2,453百万円等によるものであります。

 
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動により獲得した資金は、4,553百万円(前年同四半期比15.4％増)となりました。これは主に、長期借入金

の返済による支出29,497百万円及び配当金の支払額2,408百万円等があったものの、長期借入れによる収入37,823百

万円等があったことによるものであります。

 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めておりますが、前事業年

度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において重要な変更ありません。

　　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当社は、2023年６月26日開催の取締役会において、株式会社LIXILリアルティの資産流動化事業に関する権利義務

を、当社が新設する子会社トーセイ・アール株式会社に吸収分割の方法で承継すること等を内容とする合意契約を株

式会社LIXILリアルティと締結することを決議し、同日付で契約を締結しております。

詳細については、「第４　経理の状況　１．要約四半期連結財務諸表　（5）要約四半期連結財務諸表注記　12．重

要な後発事象」に記載のとおりです。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000

計 150,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2023年８月31日)

提出日現在発行数(株)
(2023年10月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 48,683,800 48,683,800

東京証券取引所プラ
イム市場、シンガ
ポール証券取引所メ
インボード

単元株式数100株

計 48,683,800 48,683,800 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

　2023年６月１日～
　2023年８月31日

－ 48,683,800 － 6,624,890 － 6,708,366
 

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2023年５月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   2023年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 393,400
 

－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式 48,276,600
 

482,766 －

単元未満株式 普通株式 13,800
 

－ －

発行済株式総数 48,683,800 － －

総株主の議決権 － 482,766 －
 

(注)１．「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が400株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数４個が含まれております。

　　　２．「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己株式が22株含まれております。

 

② 【自己株式等】

  2023年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

（自己保有株式）
トーセイ株式会社

東京都港区芝浦四丁
目５番４号

393,400 － 393,400 0.80

計 － 393,400 － 393,400 0.80
 

(注)　　新株予約権の行使に伴い、45,000株が減少しております。この結果、当第３四半期会計期間末日現在の自己

株式数は、348,422株となっております。

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

 

　役職の異動

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

取締役専務執行役員
管理部門統括

取締役専務執行役員
 管理部門統括
（人事部担当）

平野　昇 2023年３月１日

取締役常務執行役員
管理部門副統括

（総務部兼人事部担当）

取締役執行役員
（財務部兼総務部担当）

山口　俊介 2023年３月１日
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第４ 【経理の状況】

 

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2023年６月１日から2023年

８月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2022年12月１日から2023年８月31日まで)に係る要約四半期連結財務諸表

について、新創監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【要約四半期連結財務諸表】

(1) 【要約四半期連結財政状態計算書】

   (単位：千円)

 注記
前連結会計年度
(2022年11月30日)

当第３四半期
連結会計期間
(2023年８月31日)

資産    
流動資産    
現金及び現金同等物 10 31,767,008 41,878,394

営業債権及びその他の債権 10 10,038,132 5,215,557

棚卸資産 ６ 95,303,762 107,653,800

その他の流動資産  22,640 28,704

流動資産合計  137,131,544 154,776,457

非流動資産    
有形固定資産  22,963,356 24,277,528

投資不動産  39,864,258 40,160,167

のれん  1,401,740 1,401,740

無形資産  205,354 158,791

営業債権及びその他の債権 10 1,457,809 1,191,421

その他の金融資産 10 7,219,963 8,081,609

繰延税金資産  698,518 525,582

その他の非流動資産  13,254 28,010

非流動資産合計  73,824,257 75,824,853

資産合計  210,955,801 230,601,310
    

負債及び資本    
負債    
流動負債    
営業債務及びその他の債務 10 5,681,615 7,792,719

有利子負債 10 13,739,325 16,959,716

未払法人所得税等  1,935,664 2,333,985

引当金  1,079,970 596,624

流動負債合計  22,436,575 27,683,045

非流動負債    
営業債務及びその他の債務 10 3,612,629 3,748,212

有利子負債 10 111,108,220 115,845,339

退職給付に係る負債  704,268 744,777

引当金  15,449 84,918

繰延税金負債  787,980 1,133,841

非流動負債合計  116,228,549 121,557,089

負債合計  138,665,124 149,240,134

資本    
資本金  6,624,890 6,624,890

資本剰余金  6,775,532 7,204,266

利益剰余金  60,029,994 66,984,370

自己株式  △1,533,670 △380,782

その他の資本の構成要素  393,929 656,747

親会社の所有者に帰属する持分合計  72,290,677 81,089,493

非支配持分  － 271,683

資本合計  72,290,677 81,361,176

負債及び資本合計  210,955,801 230,601,310
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(2) 【要約四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

 注記
前第３四半期連結累計期間
(自　2021年12月１日
　至　2022年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年12月１日
　至　2023年８月31日)

売上高 ５・７ 54,933,123 66,710,147

売上原価  35,567,135 42,197,580

売上総利益  19,365,988 24,512,567

販売費及び一般管理費  8,553,861 10,201,051

その他の収益  349,233 216,896

その他の費用  5,415 78,770

営業利益 ５ 11,155,944 14,449,641

金融収益  190,762 197,851

金融費用  830,684 968,486

税引前四半期利益  10,516,022 13,679,006

法人所得税  3,340,595 4,314,203

四半期利益  7,175,426 9,364,802

その他の包括利益    
純損益に振り替えられない項目    
その他の包括利益を通じて測定する金融資産の

純変動
 319,371 273,418

確定給付制度の再測定  △8,544 －

小計  310,826 273,418

後に純損益に振り替えられる可能性のある項目    
在外営業活動体の換算差額  36,076 14,490

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の

純変動
 15,361 △25,090

小計  51,437 △10,600

税引後その他の包括利益  362,264 262,818

四半期包括利益  7,537,690 9,627,620
    

    
四半期利益の帰属    
親会社の所有者  7,175,426 9,364,618

非支配持分  － 183

四半期利益  7,175,426 9,364,802
    

    
四半期包括利益の帰属    
親会社の所有者  7,537,690 9,627,437

非支配持分  － 183

四半期包括利益  7,537,690 9,627,620
    

    
親会社の所有者に帰属する１株当たり四半期利益    
基本的１株当たり四半期利益(円) ９ 151.28 196.51

希薄化後１株当たり四半期利益(円) ９ 151.07 196.12
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【第３四半期連結会計期間】

 

(単位：千円)

 注記
前第３四半期連結会計期間
(自　2022年６月１日
　至　2022年８月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　2023年６月１日
　至　2023年８月31日)

売上高 ５ 11,380,811 13,848,781

売上原価  6,732,048 8,267,205

売上総利益  4,648,763 5,581,575

販売費及び一般管理費  2,874,577 3,635,816

その他の収益  23,998 50,118

その他の費用  123 62,426

営業利益 ５ 1,798,061 1,933,450

金融収益  2,033 7,162

金融費用  284,805 334,551

税引前四半期利益  1,515,290 1,606,061

法人所得税  447,117 404,355

四半期利益  1,068,172 1,201,706

その他の包括利益    
純損益に振り替えられない項目    
その他の包括利益を通じて測定する金融資産
の純変動

 230,176 367,227

小計  230,176 367,227

後に純損益に振り替えられる可能性のある項目    
在外営業活動体の換算差額  12,632 9,648

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の

純変動
 4,073 3,529

小計  16,705 13,177

税引後その他の包括利益  246,882 380,405

四半期包括利益  1,315,055 1,582,111
    

    
四半期利益の帰属    
親会社の所有者  1,068,172 1,200,483

非支配持分  － 1,222

四半期利益  1,068,172 1,201,706
    

    
四半期包括利益の帰属    
親会社の所有者  1,315,055 1,580,888

非支配持分  － 1,222

四半期包括利益  1,315,055 1,582,111
    

    
親会社の所有者に帰属する１株当たり四半期利益    
基本的１株当たり四半期利益(円) ９ 22.59 24.85

希薄化後１株当たり四半期利益(円) ９ 22.54 24.80
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(3) 【要約四半期連結持分変動計算書】

前第３四半期連結累計期間(自　2021年12月１日　至　2022年８月31日)　

(単位：千円)

 注記 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の資本

の

構成要素

親会社の

所有者に

帰属する

持分合計

資本合計

2021年12月１日残高  6,624,890 6,790,172 53,250,370 △911,662 204,969 65,958,740 65,958,740

四半期利益    7,175,426   7,175,426 7,175,426

その他の包括利益      362,264 362,264 362,264

四半期包括利益  － － 7,175,426 － 362,264 7,537,690 7,537,690

所有者との取引額         
自己株式の取得   △1,730  △731,388  △733,118 △733,118

自己株式の処分   △3,347  105,380  102,032 102,032

剰余金の配当 ８   △1,815,783   △1,815,783 △1,815,783

その他の資本の構

成要素から利益剰

余金への振替

   △8,544  8,544 － －

2022年８月31日残高  6,624,890 6,785,094 58,601,468 △1,537,669 575,778 71,049,562 71,049,562
         

 

 
当第３四半期連結累計期間(自　2022年12月１日　至　2023年８月31日)　

(単位：千円)

 注記 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の資本

の

構成要素

親会社の

所有者に

帰属する

持分合計

非支配持分 資本合計

2022年12月１日残高  6,624,890 6,775,532 60,029,994 △1,533,670 393,929 72,290,677 － 72,290,677

四半期利益    9,364,618   9,364,618 183 9,364,802

その他の包括利益      262,818 262,818  262,818

四半期包括利益  － － 9,364,618 － 262,818 9,627,437 183 9,627,620

所有者との取引額          
自己株式の取得   △2,619  △113,831  △116,451  △116,451

自己株式の処分   431,354  1,266,720  1,698,074  1,698,074

剰余金の配当 ８   △2,410,243   △2,410,243  △2,410,243

新規連結による変

動額
      － 271,500 271,500

2023年８月31日残高  6,624,890 7,204,266 66,984,370 △380,782 656,747 81,089,493 271,683 81,361,176
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(4) 【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)

 注記
前第３四半期連結累計期間
(自 2021年12月１日
 至 2022年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年12月１日
 至 2023年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前四半期利益  10,516,022 13,679,006

減価償却費  1,180,538 1,222,647

引当金及び退職給付に係る負債の増減額

(△は減少)
 △332,505 △440,714

受取利息及び受取配当金  △190,762 △197,851

支払利息  830,684 968,486

営業債権及びその他の債権の増減額(△は増加)  △578,508 5,122,941

棚卸資産の増減額(△は増加)  △4,728,096 △7,781,687

営業債務及びその他の債務の増減額(△は減少)  175,495 2,063,073

その他  △251,287 △106,497

小計  6,621,580 14,529,404

利息及び配当金の受取額  301,138 384,523

法人所得税の支払額  △5,099,283 △4,574,665

法人所得税の還付額  － 153,087

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,823,434 10,492,350

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △63,107 △251,605

投資不動産の取得による支出  △3,095,073 △509,597

無形資産の取得による支出  △65,022 △32,261

貸付金の実行による支出  △434,300 △1,219,000

貸付金の回収による収入  4,733 6,189

その他の金融資産の取得による支出  △2,910,715 △487,635

その他の金融資産の回収による収入  363,622 6,385

子会社の取得による支出  △2,308,474 △2,453,851

その他  31,406 2,072

投資活動によるキャッシュ・フロー  △8,476,931 △4,939,303

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額(△は減少)  1,516,150 △1,786,703

長期借入れによる収入  30,115,348 37,823,515

長期借入金の返済による支出  △23,908,744 △29,497,324

社債の償還による支出  △55,678 △30,678

リース負債の返済による支出  △318,453 △331,506

非支配持分からの払込による収入  － 271,500

配当金の支払額  △1,814,234 △2,408,348

自己株式の取得による支出  △731,388 △113,831

自己株式の処分による収入  102,410 1,698,960

利息の支払額  △960,676 △1,071,647

財務活動によるキャッシュ・フロー  3,944,733 4,553,934

現金及び現金同等物の増減額  △2,708,762 10,106,982

現金及び現金同等物の期首残高  33,560,679 31,767,008

現金及び現金同等物に係る換算差額  7,524 4,403

現金及び現金同等物の四半期末残高  30,859,441 41,878,394
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(5) 【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

トーセイ株式会社は日本に所在する株式会社であり、東京証券取引所市場プライム市場及びシンガポール証券取引

所メインボードに上場しております。当第３四半期連結会計期間(2023年６月１日から2023年８月31日まで)及び当第

３四半期連結累計期間(2022年12月１日から2023年８月31日まで)の要約四半期連結財務諸表は、当社及び連結子会社

(以下、当社グループ)により構成されております。当社グループは、主に不動産再生事業、不動産開発事業、不動産

賃貸事業、不動産ファンド・コンサルティング事業、不動産管理事業、ホテル事業の６事業を展開しております。各

事業の内容については、注記「５．セグメント情報」に記載しております。

 

２．作成の基礎

(1) 要約四半期連結財務諸表がIFRSに準拠している旨の記載

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平

成19年内閣府令第64号)第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことから、「四半期連結

財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第93条の規定により、国際会計基準

第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

本要約四半期連結財務諸表は、2023年10月６日に当社代表取締役社長山口誠一郎及び取締役専務執行役員平野昇

によって承認されております。

 

(2) 測定の基礎

要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定される資産・負債を除き、取得原価を基礎として作成しておりま

す。

 

(3) 表示通貨及び単位

要約四半期連結財務諸表は当社の機能通貨である日本円で表示しております。日本円で表示しているすべての財

務情報は、千円未満を切り捨てして記載しております。

 

３．重要な会計方針

当社グループの要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸表

において適用した会計方針と同一です。

 

４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

IFRSに準拠した要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び

費用の金額に影響を及ぼす判断、見積り、仮定を行うことが義務付けられております。実際の業績は、これらの見積

りとは異なる場合があります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの変更は、見積りが変更された会計期間

及び影響を受ける将来の会計期間において認識されます。

 
(新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う会計上の見積りについて)

当社グループでは、棚卸資産の評価、固定資産の減損会計及び繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りにお

いて、新型コロナウイルス感染症の拡大が、将来の収益に一定の影響を与えると仮定しております。

当第３四半期連結会計期間末において、商業施設以外の不動産市況は既に回復していると認識しておりますが、商

業施設については、新型コロナウイルス感染症の影響が当面継続し、2023年11月末に向け、徐々に回復していくとの

見通しをもっております。
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５．セグメント情報

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、事業別に包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しており、「不動産再生事業」、「不動産開発

事業」、「不動産賃貸事業」、「不動産ファンド・コンサルティング事業」、「不動産管理事業」及び「ホテル事

業」の６つを報告セグメントとしております。「不動産再生事業」は、資産価値の劣化した不動産を再生し、販売を

行っております。「不動産開発事業」は、個人顧客向けのマンション・戸建住宅の分譲及び投資家向けの賃貸マン

ション・オフィスビル等の販売を行っております。「不動産賃貸事業」は、オフィスビルやマンション等の賃貸を

行っております。「不動産ファンド・コンサルティング事業」は、不動産ファンドのアセットマネジメント業務等を

行っております。「不動産管理事業」は、総合的なプロパティマネジメント業務を行っております。「ホテル事業」

は、ホテル運営事業等を行っております。

当社グループの報告セグメントごとの売上高及び損益は以下のとおりであります。

 

前第３四半期連結累計期間

(自　2021年12月１日　至　2022年８月31日)

(単位：千円)

 報告セグメント

調整額 合計

 
不動産

再生事業

不動産

開発事業

不動産

賃貸事業

不動産ファン

ド・コンサル

ティング事業

不動産

管理事業
ホテル事業

売上高         

外部顧客への売上高 33,897,185 6,524,440 4,490,810 3,949,920 4,732,203 1,338,563 － 54,933,123

セグメント間の売上高 － － 112,757 9,642 1,024,955 6,017 △1,153,372 －

合計 33,897,185 6,524,440 4,603,568 3,959,563 5,757,158 1,344,580 △1,153,372 54,933,123

セグメント利益又は損失 6,569,951 1,013,589 2,286,109 2,415,634 811,386 △316,374 △1,624,352 11,155,944

金融収益・費用(純額)        △639,922

税引前四半期利益        10,516,022
         

 

 
当第３四半期連結累計期間

(自　2022年12月１日　至　2023年８月31日)

(単位：千円)

 報告セグメント

調整額 合計

 
不動産

再生事業

不動産

開発事業

不動産

賃貸事業

不動産ファン

ド・コンサル

ティング事業

不動産

管理事業
ホテル事業

売上高         

外部顧客への売上高 41,596,412 7,014,138 4,820,307 5,617,798 4,835,064 2,826,425 － 66,710,147

セグメント間の売上高 － － 133,418 6,493 888,683 15,527 △1,044,122 －

合計 41,596,412 7,014,138 4,953,725 5,624,291 5,723,748 2,841,952 △1,044,122 66,710,147

セグメント利益 8,156,667 1,242,958 2,397,996 3,644,755 675,940 565,562 △2,234,239 14,449,641

金融収益・費用(純額)        △770,635

税引前四半期利益        13,679,006
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前第３四半期連結会計期間

(自　2022年６月１日　至　2022年８月31日)

(単位：千円)

 報告セグメント

調整額 合計

 
不動産

再生事業

不動産

開発事業

不動産

賃貸事業

不動産ファン

ド・コンサル

ティング事業

不動産

管理事業
ホテル事業

売上高         

外部顧客への売上高 4,945,269 1,468,122 1,605,868 1,239,977 1,604,562 517,010 － 11,380,811

セグメント間の売上高 － － 39,159 1,571 327,976 3,404 △372,111 －

合計 4,945,269 1,468,122 1,645,028 1,241,548 1,932,539 520,414 △372,111 11,380,811

セグメント利益又は損失 501,951 216,480 839,408 654,451 265,731 △57,311 △622,648 1,798,061

金融収益・費用(純額)        △282,771

税引前四半期利益        1,515,290
         

 

 
当第３四半期連結会計期間

(自　2023年６月１日　至　2023年８月31日)

(単位：千円)

 報告セグメント

調整額 合計

 
不動産

再生事業

不動産

開発事業

不動産

賃貸事業

不動産ファン

ド・コンサル

ティング事業

不動産

管理事業
ホテル事業

売上高         

外部顧客への売上高 7,579,394 617,200 1,655,521 1,432,616 1,558,677 1,005,371 － 13,848,781

セグメント間の売上高 － － 44,872 603 311,778 5,712 △362,966 －

合計 7,579,394 617,200 1,700,393 1,433,219 1,870,456 1,011,083 △362,966 13,848,781

セグメント利益又は損失 991,619 △53,127 872,662 666,448 157,655 89,951 △791,759 1,933,450

金融収益・費用(純額)        △327,388

税引前四半期利益        1,606,061
         

 

 

６．棚卸資産

費用として認識された棚卸資産の評価損の金額及び評価損の戻入金額は以下のとおりであります。

(単位：千円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2021年12月１日
 至　2022年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年12月１日
 至　2023年８月31日)

評価損の金額 6,377 3,297

評価損の戻入金額 746,452 382,077
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７．売上収益

　顧客との契約から認識した収益の分解

当社グループは、「不動産再生事業」、「不動産開発事業」、「不動産賃貸事業」、「不動産ファンド・コンサ

ルティング事業」、「不動産管理事業」及び「ホテル事業」の６つを主な事業としており、事業別に包括的な戦略

を立案し、事業活動を展開していることから、これらの事業を報告セグメントとし、各報告セグメントで計上する

収益を売上収益としております。

各報告セグメントの売上収益と、種類別に分解した売上収益との関連は以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間（自　2021年12月１日　至　2022年８月31日）

 
（単位：千円）

 
不動産

再生事業

不動産

開発事業

不動産

賃貸事業

不動産ファン

ド・コンサル

ティング事業

不動産

管理事業
ホテル事業 合計

不動産の販売 33,897,185 6,516,263 － － － － 40,413,448

サービスの提供 － 8,177 454,614 3,948,427 4,732,203 1,257,117 10,400,540

その他の源泉から

認識した収益
－ － 4,036,195 1,493 － 81,445 4,119,134

外部顧客への

売上高
33,897,185 6,524,440 4,490,810 3,949,920 4,732,203 1,338,563 54,933,123

 

(注） その他の源泉から認識した収益には、IFRS第16号「リース」及びIFRS第９号「金融商品」で認識される収益が

含まれています。

 
当第３四半期連結累計期間（自　2022年12月１日　至　2023年８月31日）

 
（単位：千円）

 
不動産

再生事業

不動産

開発事業

不動産

賃貸事業

不動産ファン

ド・コンサル

ティング事業

不動産

管理事業
ホテル事業 合計

不動産の販売 41,596,412 7,012,575 － － － － 48,608,988

サービスの提供 － 1,563 403,320 5,613,396 4,835,064 2,736,631 13,589,976

その他の源泉から

認識した収益
－ － 4,416,986 4,401 － 89,794 4,511,182

外部顧客への

売上高
41,596,412 7,014,138 4,820,307 5,617,798 4,835,064 2,826,425 66,710,147

 

(注） その他の源泉から認識した収益には、IFRS第16号「リース」及びIFRS第９号「金融商品」で認識される収益が

含まれています。
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８．配当金

前第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結累計期間における配当金支払額は、以下のとおりであります。

 

前第３四半期連結累計期間(自　2021年12月１日　至　2022年８月31日)

決議
１株当たり配当額

(円)
配当金の総額(千円) 基準日 効力発生日

2022年２月25日
定時株主総会

38 1,815,783 2021年11月30日 2022年２月28日
 

 

当第３四半期連結累計期間(自　2022年12月１日　至　2023年８月31日)

決議
１株当たり配当額

(円)
配当金の総額(千円) 基準日 効力発生日

2023年２月24日
定時株主総会

51 2,410,243 2022年11月30日 2023年２月27日
 

 

９．１株当たり利益

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2021年12月１日
　至　2022年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年12月１日
　至　2023年８月31日)

親会社の所有者に帰属する四半期利益(千円) 7,175,426 9,364,618

希薄化後１株当たり四半期利益の計算に使用する
当期利益(千円)

7,175,426 9,364,618

発行済普通株式の加重平均株式数(株) 47,431,318 47,654,038

希薄化後１株当たり四半期利益の算定に用いられた
普通株式増加数(株)

64,904 95,254

希薄化後１株当たり四半期利益の算定に用いられた
普通株式の加重平均株式数(株)

47,496,222 47,749,292

基本的１株当たり四半期利益(円) 151.28 196.51

希薄化後１株当たり四半期利益(円) 151.07 196.12
 

　　

 
前第３四半期連結会計期間
(自　2022年６月１日
　至　2022年８月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　2023年６月１日
　至　2023年８月31日)

親会社の所有者に帰属する四半期利益(千円) 1,068,172 1,200,483

希薄化後１株当たり四半期利益の計算に使用する
当期利益(千円)

1,068,172 1,200,483

発行済普通株式の加重平均株式数(株) 47,277,728 48,308,503

希薄化後１株当たり四半期利益の算定に用いられた
普通株式増加数(株)

110,780 89,753

希薄化後１株当たり四半期利益の算定に用いられた
普通株式の加重平均株式数(株)

47,388,508 48,398,256

基本的１株当たり四半期利益(円) 22.59 24.85

希薄化後１株当たり四半期利益(円) 22.54 24.80
 

(注)　基本的１株当たり四半期利益は、親会社の所有者に帰属する四半期利益を、四半期連結累計期間中の発行済普

通株式の加重平均株式数により除して算出しております。
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10．金融商品

(1) 公正価値及び帳簿価額

金融資産・負債の公正価値及び要約四半期連結財政状態計算書に表示された帳簿価額は以下のとおりでありま

す。

(単位：千円)

 

前連結会計年度
(2022年11月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年８月31日)

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

 金融資産     

 　償却原価で測定する金融資産     

　　現金及び現金同等物 31,767,008 31,767,008 41,878,394 41,878,394

　　営業債権及びその他の債権 8,977,304 8,977,304 3,909,406 3,909,406

　その他の包括利益を通じて
　公正価値で測定する金融資産

    

　　その他の金融資産 7,219,963 7,219,963 8,081,609 8,081,609

金融負債     

　償却原価で測定する金融負債     

　　営業債務及びその他の債務 7,428,561 7,428,561 9,842,216 9,842,216

　　有利子負債 124,847,546 124,832,181 132,805,055 132,793,483
 

 
金融商品の公正価値算定方法

(現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務、短期有利子負債)

これらのうち短期間で決済されるものについては、帳簿価額は公正価値に近似しております。

但し、金利スワップ取引の公正価値は、金融機関による時価に基づいております。

(その他の金融資産)

上場有価証券の公正価値は、公表市場価格で測定されます。活発な市場を有しない金融資産や非上場有価証券

の場合には、当社グループは一定の評価技法等を用いて公正価値を算定します。評価技法としては、最近におけ

る第三者間取引事例、実質的に同等な他の金融商品価格の参照、割引キャッシュ・フロー法等を使用しておりま

す。

(長期有利子負債)

長期有利子負債のうち、変動金利によるものの公正価値については、短期間で市場金利が反映されるため、帳

簿価額に近似しております。固定金利によるものの公正価値については、元利金の合計額を、新規に同様の借入

を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

有利子負債の公正価値ヒエラルキーはレベル２に分類しております。

 
(2) 公正価値ヒエラルキー

以下は、金融商品を当初認識した後、公正価値で測定された金融商品の分析です。金融商品の公正価値をレベル

１からレベル３まで分類しております。

レベル１：活発な市場における公表価格により測定された公正価値

レベル２：レベル１以外の、観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出された公正価値

レベル３：観察可能な市場データに基づかないインプットを含む、評価技法から算出された公正価値

 
公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、振替を生じさせた事象又は状況の変化が生じた日に認識しておりま

す。
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(単位：千円)

 前連結会計年度(2022年11月30日)

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融資産

7,054,562 40,317 125,083 7,219,963

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融資産
(デリバティブ)

－ 63,749 － 63,749

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融負債
(デリバティブ)

－ 3,580 － 3,580

 

 

(単位：千円)

 当第３四半期連結会計期間(2023年８月31日)

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融資産

7,854,846 － 226,762 8,081,609

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融資産
(デリバティブ)

－ 27,835 － 27,835

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融負債
(デリバティブ)

－ 3,846 － 3,846

 

 

レベル３に分類された金融商品に係る当期首残高から当第３四半期連結会計期間末残高への調整は、以下のとお

りであります。

(単位：千円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2021年12月１日
　至　2022年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年12月１日
　至　2023年８月31日)

当期首残高 447,918 125,083

取得 32,961 65,858

利得又は損失   

純損益 △53 －

その他の包括利益 164 834

処分 △364,320 △5,331

振替 － 40,317

当第３四半期連結会計期間末残高 116,670 226,762
 

（注）１．その他の包括利益に含まれている利得又は損失は、要約四半期連結包括利益計算書の「その他の包括利益を

通じて測定する金融資産の純変動」に含まれております。

２．観察可能なインプットを入手することが困難となったため、一部の金融商品をレベル２から振り替えており

ます。　

 
(3) 評価プロセス

レベル３の金融商品に係る公正価値の測定は、関連する社内の方針に従い実施しております。公正価値の測定に

際しては、対象となる金融商品の性質、特徴及びリスクを最も適切に反映できる評価技法及びインプットを用いて

おります。
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11．企業結合

前第３四半期連結累計期間（自　2021年12月１日　至　2022年８月31日)

（企業結合に係る暫定的な会計処理の確定）

 当社は、2021年９月に実施した株式会社アイ・カンパニー並びにその子会社４社との企業結合について、前連結

会計年度において暫定的な会計処理を行っておりましたが、第１四半期連結会計期間に確定しております。この暫

定的な会計処理の確定に伴い新たな情報を反映させた結果、取得原価の当初配分額を見直し以下の通り遡及修正し

ております。

 

取得日における支払対価、取得資産及び引受負債の公正価値

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 暫定 遡及修正 確定

支払対価の公正価値 5,674,243  5,674,243

流動資産    
現金及び現金同等物 1,951,066  1,951,066

販売用不動産 12,946,858  12,946,858

その他 339,834 118,340 458,174

非流動資産    
有形固定資産 568,772  568,772

その他 344,454 10,287 354,741

流動負債    
有利子負債 2,775,205  2,775,205

その他 895,093  895,093

非流動負債    
有利子負債 7,962,143  7,962,143

その他 374,668  374,668

取得資産及び引受負債の公

正価値（純額）

4,143,874 128,628 4,272,502

のれん 1,530,369 △128,628 1,401,740
 

 
　　　取得対価の配分が完了した結果、前連結会計年度の連結財政状態計算書における2021年11月30日残高について

遡及修正しております。

 
（取得による企業結合）

(1）被取得企業の名称及びその事業の内容

　　被取得企業の名称　 磯子アセットマネジメント株式会社

 　　事業の内容　　　 　不動産の賃貸、仲介、管理及び売買

 
(2) 取得日 　2022年３月18日

 
(3）取得した議決権付資本持分の割合

 100％

 
(4）企業結合を行った主な理由

収益不動産を保有し、賃貸事業を営む被取得企業の株式を取得することにより、将来の収益獲得の源泉となる仕

入活動の強化を図るため、仕入手法の一環として実施いたしました。

 
(5）被取得企業の支配の獲得方法

現金を対価とする株式取得
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(6）取得日における支払対価、取得資産及び引受負債の公正価値

（単位：千円）

 金額

支払対価の公正価値 2,390,978

流動資産  
現金及び現金同等物 164,377

販売用不動産 938,290

その他 190,823

非流動資産  
長期貸付金 1,414,000

その他 25,390

流動負債  
その他 29,278

非流動負債  
その他 149,183

取得資産及び引受負債の公正価値（純額） 2,554,418

負ののれん発生益 163,439
 

（注）負ののれん発生益163,439千円は、取得した純資産の公正価値が、支払対価の公正価値を上回っていたた

め発生しており、要約四半期連結包括利益計算書の「その他の収益」に計上しております。

 
 (7）取得関連費用

企業結合に係る取得関連費用として、株式取得に係る業務委託費用等20,471千円を要約四半期連結包括利益計

算書の「販売費及び一般管理費」に計上しています。

 
 (8）取得に伴うキャッシュ・フロー

（単位：千円）

 金額

取得により支出した現金及び現金同等物 △2,275,978

取得時に被取得会社が保有していた現金及び現金同等物 164,377

子会社の取得による支出 △2,111,601
 

 
 (9）業績に与える影響

当該企業結合に係る取得日以降の損益情報及びプロフォーマ情報は、要約四半期連結財務諸表に与える影響額

に重要性がないため記載しておりません。
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当第３四半期連結累計期間（自　2022年12月１日　至　2023年８月31日）

（取得による企業結合）

(1）被取得企業の名称及びその事業の内容

　　被取得企業の名称　 芝浦レジデンシャル株式会社

 　　事業の内容　　　 　不動産の賃貸、仲介、管理及び売買

 
(2) 取得日 　2023年１月31日

 
(3）取得した議決権付資本持分の割合

 100％

 
(4）企業結合を行った主な理由

収益不動産を保有し、賃貸事業を営む被取得企業の株式を取得することにより、将来の収益獲得の源泉となる仕

入活動の強化を図るため、仕入手法の一環として実施いたしました。

 
(5）被取得企業の支配の獲得方法

現金を対価とする株式取得

 
(6）取得日における支払対価、取得資産及び引受負債の公正価値

（単位：千円）

 金額

支払対価の公正価値 1,786,861

流動資産  
現金及び現金同等物 158,606

販売用不動産 2,436,866

その他 17,766

非流動資産  
その他 15,701

流動負債  
その他 56,599

非流動負債  
有利子負債 484,806

その他 202,554

取得資産及び引受負債の公正価値（純額） 1,884,979

負ののれん発生益 98,117
 

（注）負ののれん発生益98,117千円は、取得した純資産の公正価値が、支払対価の公正価値を上回っていたた

め発生しており、要約四半期連結包括利益計算書の「その他の収益」に計上しております。

 
 (7）取得関連費用

企業結合に係る取得関連費用として、株式取得に係る業務委託費用等82,856千円を要約四半期連結包括利益計

算書の「販売費及び一般管理費」に計上しています。

 
 (8）取得に伴うキャッシュ・フロー

（単位：千円）

 金額

取得により支出した現金及び現金同等物 △1,740,000

取得時に被取得会社が保有していた現金及び現金同等物 158,606

子会社の取得による支出 △1,581,393
 

 
 (9）業績に与える影響

当該企業結合に係る取得日以降の損益情報及びプロフォーマ情報は、要約四半期連結財務諸表に与える影響額

に重要性がないため記載しておりません。

 
12．重要な後発事象
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（連結子会社による吸収分割）

当社は、2023年６月26日開催の取締役会において、株式会社LIXILリアルティの資産流動化事業に関する権利義務

を、当社が新設する子会社トーセイ・アール株式会社に吸収分割の方法で承継すること等を内容とする合意契約を

株式会社LIXILリアルティと締結することを決議し、同日付で契約を締結しております。

なお、IFRS第３号の規定を適用していますが、現時点において当該企業結合に関する会計処理が完了していない

ため、会計処理に関する詳細な情報は記載しておりません。

 
１.企業結合の概要

(1）吸収分割により新設される企業の名称

　　トーセイ・アール株式会社

(2）相手先企業の名称及び承継事業の内容

　　相手先企業の名称　株式会社LIXILリアルティ

 　　承継事業の内容　　不動産売買事業、不動産賃貸事業、不動産管理事業

(3）吸収分割を行った主な目的

トーセイグループは、東京圏を主たる投資エリアとし、不動産再生事業、不動産開発事業、不動産ファンド・コ

ンサルティング事業、不動産賃貸事業、不動産管理事業、ホテル事業の６事業を営む総合不動産企業として、幅広

く事業展開をしております。なかでも主力事業である不動産再生事業では、資産価値の劣化した不動産を取得し、

環境性能や利便性・デザイン性向上などのバリューアップを施して物件の資産価値を高めた後に、不動産ファンド

や一般法人、エンドユーザーなどの幅広いお客様へ再生した不動産を販売するサービスを提供しております。株式

会社LIXILリアルティの資産流動化事業を承継する吸収分割を行うことで、不動産再生事業における人員増強を図

り、また、同社が保有する収益不動産６棟、収益区分店舗３区画、収益区分ビル１区画及び区分マンション109戸

を仕入の一環として取得いたします。

(4) 吸収分割の効力発生日

　　2023年９月１日

(5）承継事業の資産・負債の項目及び金額

承継する事業に関する資産、負債、契約その他の権利義務のうち、吸収分割契約に定める範囲において承継いた

します。なお、承継する資産、負債の金額はそれぞれ11,329百万円、230百万円であります。

(6）支払対価及びその内訳

吸収分割の分割対価として、トーセイ・アール株式会社より株式会社LIXILリアルティに対して金銭を交付する

予定です。守秘義務契約に基づき具体的な金額については非開示とさせていただきます。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2023年10月６日

トーセイ株式会社

取締役会　御中

　

新創監査法人
 

東京都中央区

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 相　　川　　高　　志  

 

　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松　　原　　　　　寛  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトーセイ株式会

社の2022年12月１日から2023年11月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2023年６月１日から2023年８

月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年12月１日から2023年８月31日まで）に係る要約四半期連結財務諸

表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結持分変動計算書、要

約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、「四半期連結財務諸表の用語、

様式及び作成方法に関する規則」第93条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、トーセイ

株式会社及び連結子会社の2023年８月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四

半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる

証拠を入手したと判断している。

 

強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は2023年９月１日を効力発生日として、株式会社LIXILリアルティの資

産流動化事業に関する権利義務を、会社が新設した子会社トーセイ・アール株式会社に吸収分割の方法で承継してい

る。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 
要約四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約四半期連結財務諸表を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から要約
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四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約四半期連結財務諸表において、国際会計基準第１号

「財務諸表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において要約四半

期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約四半期連結財務諸表の注記事

項が適切でない場合は、要約四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ

り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　要約四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じ

させる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約四半期連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに要約四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

・　要約四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手す

る。監査人は、要約四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査

人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
　

 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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